第1章　東アジア諸国経済の展望
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はじめに： 本報告では東アジア主要11ヵ国・地域（日本，中国，香港，韓国，台湾，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイ，ベトナム）経済の近年の動向を振り返るとともに今後の見通しを定める。さらに中・長期動向に関連する重要な短期経済変動や政治・社会発展を分析し，同時に主要な問題点が何であるかを明らかにし，東アジア経済に関する基本情報を提供する。本報告書は東アジア経済に関心を持つ学者，実業家，政策当局に役立つよう簡潔を期している。本章では地域的観点から重要度の高い問題の概要について触れ，第2章以降の構成について手短に説明する。

2004年の経済成長と2005年の予想：　2004年アジアのほとんどの主要国経済は前年度の予想を上回る力強い経済成長を遂げた（表1.1；International Centre for the Study of East Asian Development various years，2004 issue，pp．9～10）。国際ドル表示GDPあるいは国際貿易額で東アジア最大の経済国である中国では，非常に高い投資比率により急成長に勢いが付き，2004年の実質GDPが9.5％上昇した。この地域のもう1つの経済大国，日本でも3.5％と経済は2年連続で緩やかに拡大し，この10年来で初めて成長率が2年連続で2.0％を超えた。中国，日本両国の比較的急速なGDP成長とそれをさらに上回る輸出入の増加が相まって，他の多くの東アジア諸国の輸出と実質GDPの成長を促した。特に急成長を遂げたのはシンガポール（8.3％），ベトナム（7.7％），香港（7.5％），そしてマレーシア（7.3％）であった。また，タイ（6.2％），フィリピン（6.1％），台湾（5.9％）でも堅調な成長が見られた。日本，韓国，インドネシア以外では最も低成長であった経済でさえそれぞれ5.0％以上で成長した。要するに，地域全体で経済が堅調に上向き，数ヵ国を除いて2004年は1998～99年，また2001～03年に比べより急速な成長を遂げ，ほとんどの国の成長速度は2000年の好景気時より速かった。最も顕著な例外は2003年に始まった不景気からの脱却にいまだ苦心している韓国と比較的低成長が続いたインドネシアである。他方，まだほとんどの東アジア諸国の経済成長は依然としてアジア通貨危機以前（例1993～95年）の水準より低く，日本，香港，フィリピンはこの点で最も顕著な例外であった。

1990年代半ばの危機以前の好況とは異なり，2003年および2004年のほとんどの東アジア諸国の景気好転はどちらかというと長続きしないだろうというのが大方の見解である。たとえば，表1.2に要約したほとんどの成長予想では，日本，香港，シンガポールの成長率が2％ポイント以上の低下，中国，台湾，マレーシアの成長率は1～2％ポイントの低下とみている。韓国，フィリピン，タイの成長率低下は概してこれより小さいが，ベトナムの成長率はほとんど変化がないと見ている。成長が加速しそうだという点で予想が一致しているのはインドネシアだけであるが，増加予測は非常に低く（平均0.4％ポイント），相変わらず6％をはるかに下回るようだ。要するに，2004年は最近のビジネスサイクルが頂点に達し，2005年には下方修正が始まるというのが大方の一致した見解である。

成長と生活水準：　主に東アジアではまだ多くの人々が貧困に喘いでいるため，この地域にとって急速な経済成長を維持することは非常に重要である。貧困削減にはいくつかの処方箋があるが，東アジア地域が過去50年間に目覚しい貧困削減を達成できた決定的要因はおそらく急速な経済成長だろう。過去20年間（本報告書で扱う期間）の大部分を通じて，急成長は中国，インドネシア，マレーシア，タイ，ベトナムの貧困削減に大きく寄与した。一方，同時期のフィリピンと1997～98年のアジア通貨危機後のインドネシアでは，低成長が貧困削減努力の深刻な妨げとなった。

東アジア地域における貧困問題の範囲を理解するには，平均的生活水準の尺度である一人当たりGDP比較が役に立つ。しかし，一人当たりGDPは主に市場取引されない生産が含まれていないため完璧な尺度ではない。市場取引されない生産には（無償のボランティア・サービスなど）プラスに働くものもあれば，（補償されない公害など）マイナスに働くものもある。しかし，おそらく時宜を得た方法で暮らし向きを予測できる最良の総合的基準は一人当たりGDPだろう。一人当たりGDPを比較するには共通通貨を使う必要があるが，最も一般的な代替通貨は米ドルである。しかし，米ドル評価方法では2004年の日本の一人当たりGDPがはるかに高くなり，たとえば，香港の1.5倍，韓国の2.6倍，タイの15倍，中国の29倍，ベトナムの66倍になる（表1.1）。しかし，2004年に平均的日本人は本当に平均的中国人の29倍，そして平均的ベトナム人の66倍を生産し稼いだのだろうか。

答えは明らかにノーである。というのも，中国やベトナムでは1米ドルで日本より多くのものを買えるからである。大抵の場合，低所得国では非貿易品目（主にサービス）が高所得国よりずっと安いからである。国際ドルの一人当たりGDP予測はこの価格格差を計算に入れる試みであり，高所得国（日本，香港，韓国，シンガポール，台湾）と低所得国（中国，インドネシア，フィリピン，ベトナム）の格差が一般的に米ドル換算予測より大幅に縮まる。たとえば，国際ドル表示では，2004年の日本の一人当たりGDPは実際のところ香港レベルを少々下回り，韓国のわずか1.6倍，タイの3.7倍，中国の5.3倍，ベトナムの11.5倍になる（表1.1）。また，低所得国の経済が比較的急速に成長したため，高所得国と低所得国の一人当たりGDPに収斂性が見られる（フィリピンと経済危機後のインドネシアを除く）。にもかかわらず，高所得国と低所得国の格差は依然としてかなり大きく，こうした格差により低所得国にかなりの貧困が根強く残っている。

総需要の構成：　第2章以下では東アジアにおいて2004年の高成長を持続できないかも知れない構造側面について幾つか詳細に述べる。この点で最も目立つ展開はおそらく中国のGDPに占める固定資本投資の比率が急増し続け，非常に高い水準に達したことである。2004年初頭に，中国当局はいわゆる軟着陸を果たすため投資を抑制し，経済成長を減速させ成長率を8％程度以下に押さえるための計画を明らかにした。しかし，第3章に詳述するように，2004年の中国経済は減速するどころか，固定資本投資は増え続け成長も加速した。このため設備過剰が増大し，投資家がパニックに陥り，ビジネスサイクルが急降下するのではという懸念が高まった。中国当局は経済減速を強く望んでいる旨を強調し続け，融資と投資の抑制策実施に取組んでいる。しかし，はるかに高度な制度的手段を駆使できる国でさえ秩序ある投資ブームの抑制には苦心するが，はたして中国の政策当局者にそれに必要な制度的手段があるのかどうかは不透明なままである。要するに，現在の投資比率が持続不可能であることにほとんど疑う余地はない。しかし，大抵の投資ブームと同様，このブームがいつどのような形で終焉するか予測するのは非常に難しい。この意味で，表1.2の予想は最良の場合を予想したものらしく，投資ブームと高成長がもう1年（あるいは1年以上）続く可能性と投資家がパニックに陥り予想をはるかに超える急降下につながる可能性がどちらも同程度ありうると考えるのが妥当であろう。

2004年の第1～3四半期における，固定資本投資の比率（実質GDPに占める割合）は，日本，韓国，インドネシア，フィリピン，シンガポール，タイの6ヵ国でも0.5％ポイント以上増加した。これら6ヵ国の固定資本投資の増加，特に民間総固定資本形成の増加は一般的に中期見通し改善の指標だと解釈された。だが，固定資本投資比率はほとんどの国で1990年代初頭および半ばのブーム期に比べると依然として低い。一方，香港，台湾，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，そしてタイで在庫投資が増加しており，これは懸念材料である。在庫投資は非常に小さい総需要成分ではあるが，最も不安定な成分でもあり，上記のように増加した1～2年後にはほぼ例外なく減少する。

急速な投資成長に対して，韓国，台湾，インドネシア，フィリピン，シンガポールではおそらく全体的に民間消費の伸びは経済成長より緩やかで，日本，香港，タイではほぼ同じであったと思われる。マレーシアのみが例外で民間消費比率が著しく上昇した。総需要の成長を投資と外需に頼る傾向がある東アジア諸国の多くにとって，総需要の最大成分である民間消費を刺激することができないことは積年の問題である。特に日本では民間消費を刺激できないことは懸念材料で，それは高齢化，労働市場および政府財政面の長期的脆弱さを反映している。日本の景気は2003～04年に上向いたが，当時この基本的脆弱さにほとんど対処しなかったことを特筆しておく必要がある。

以下に詳述するように，2004年は東アジア諸国のほとんどで輸出入が急速に伸びた。（国民所得統計における）対GDPの財貨・サービス輸出比率は2004年のデータが入手できる9ヵ国（中国とベトナムを除く全対象国）で大幅に上昇した。一方，輸入の伸びは9ヵ国中6ヵ国で同等かそれ以上であった。したがって，日本，韓国，フィリピンの3ヵ国では純外需（輸出マイナス輸入）が大幅に拡大し，マレーシア，シンガポール，タイでは輸出急増にもかかわらず純外需は大きく縮小した。

金融・財政政策：　日本では1990年代初頭の不動産価格の崩壊以来，そして他の東アジア諸国の多くでは1997～98年にかけてのアジア通貨危機以来，東アジア諸国のほとんどが少なくとも数年間の穏やかなデフレを経験した（表1.2）。2004年，インフレ率は低いままで，ベトナムを除く全ての国で5.8％以下であった。そのため政策当局者は総需要の刺激とデフレのコントロールに専念してきた。また，不動産価格の崩壊により多くの企業が債務超過に陥り，銀行や他の金融機関は巨額の不良債権（NPL）を抱え込むことになった。韓国，インドネシア，タイでは，これらの問題に加えて多額の対外債務もあり，IMFに支援を求めざるを得なくなった。IMFの支援を受けると不良債権や金融制度問題に対する比較的迅速な対応を迫られる。対照的に，日本の場合は問題の絶対的規模がはるかに大きいこともあって，この問題に取組むのに随分長い時間がかかった。また，中国，台湾，ベトナムの不良債権に関する懸念も高まっている。これらの国は資本移動に対する制限および膨大な国際収支の黒字のため対外援助を必要とせずに済んだが，銀行や企業の経営基準の不明確さが懸念材料となっている。通貨危機後の環境で，多くの貸手は資金提供を渋り，借手は新たな負債を背負い込むことを渋り，このため東アジア諸国のほとんどで融資と投資の伸びが縮小した。融資と投資がもっと増えなければ，インドネシアやフィリピンなどの国で，また程度はそれより低いもののタイでも，増え続ける労働力を吸収し貧困を軽減するために必要な高成長率を促すのは大変困難である。

また，東アジア諸国では総需要刺激に関する懸念の結果，巨額の財政赤字を計上することになった政府もある。日本の財政赤字は膨大で，1999～2004年まではGDPの6％以上であった。また，最近，中国（2002年），香港（2001～03年），台湾（2000～01年），マレーシア（1999～2003年），フィリピン（1999～2004年），ベトナム（2004年）でも財政赤字がGDPの3％を超えた。幸い，2004年にはほとんどの国（中国，香港，台湾，マレーシア）で赤字幅は3％以下に縮小した。しかし，日本およびフィリピンは依然として巨額の赤字を抱えており，今後財政削減により成長が減速しそうである。

対外貿易と政策：　上記のように，対外貿易の急成長は2003年と2004年の好況の重要な一面であった。現在の米ドルレートで計算すると，東アジア主要11ヵ国の2004年の合計製品輸出高は24億米ドルで2002年の16億米ドル，2003年の19億米ドルと比べ大幅に増加した（表1.1）。2004年には，世界の輸出総額の27％以上を東アジア諸国が占め，過去最高記録を達成した（International Monetary Fund，various years c，various years d）。また，これら11ヵ国の輸入も2002年の15億米ドルから2003年には17億米ドル，2004年は22億米ドルと急増した。東アジアが世界の輸入総額に占める割合は輸出割合より低く，2003年は26％に対して23％であったが，2004年の輸入割合は輸出割合の伸びより大きくなりそうである。後に各国の章で強調するが，東アジアにおける貿易の相当部分は他の東アジア諸国との貿易で，中国と他の東アジア諸国との貿易は近年特に急速に伸びている。したがって，最終的に中国経済が減速すれば，貿易の伸びが鈍化し同地域に悪影響を与えそうである。同様に，日本の経済成長がまた鈍化に向かえばこれも悪影響を与えるだろう。加えて，東アジア諸国はまだアメリカやヨーロッパに多く輸出しており，この動向も同地域にとって重要な意味合いがあることも忘れてはならない。

2004年はドーハ・ラウンド多国間貿易交渉での新たな進展が期待され，東アジア諸国政府は一般的にこれを歓迎した。一方で，最近，東アジア諸国は二国間・地域協定締結を急いでおり，この傾向は2004年も続いた。シンガポールはこれに関して特に積極的で，タイや韓国もますます積極的になってきた。多分最も重要な点は中国と日本両国が多くの東アジア諸国を巻き込む広範囲な協定設立提案に対して適切な対応を始めたことだろう。ほとんどの協定は提案通りの形では実現しないかもしれないが，一般的に二国間・地域協定のほうが多国間協定より貿易障壁が高くなり利益も少ないという理由で，経済学者たちは二国間・地域協定の積極的追及を不安視している。しかし，多くの専門家は，多国間交渉が暗礁に乗り上げていることを考えると，貿易自由化をさらに促進するには二国間・地域間の貿易協定を追求することが実現可能な最良の代替案であると主張している。貿易の増大は東アジア全体の経済成長と非常に重要な因果関係にある。よって，あらゆる形の貿易交渉の結果が今後の東アジアの成長見通し，特に中・長期見通しに重要な影響を与えそうである。

政治経済：　すでに強調したように，政策は景気に重要な影響を与える。したがって，政府ならびに政策も地域経済に重要な形で影響し，安全保障が瓦解した場合または政治的混迷により多大な不確実性が生じた場合，一般的に景気は後退する。2004年には韓国大統領の弾劾，台湾の大統領選の暗殺未遂事件と接戦，インドネシア初の直接大統領戦などがあり，その後の政治的混乱が懸念された。しかし，どの政治的紛争も深刻な混乱に至ることなく解決し，年末までには各政府とも正常に機能していた。2004年にフィリピンで，2005年初頭にタイでもより正常な選挙が実施され，現職が再選を果たした。シンガポールでも新首相への政権移譲が滞りなく終わり，中国では中国共産党国家主席が軍の最高責任者の地位を引き継ぎ，権力を固めた。こうして，2～3年の激動の後2004年後半までに政局は沈静化し，ほとんどの専門家は2005年も落ち着いた状態が続くと見ている。

しかし，潜在的な政治・安全保障関連のリスクは残っている。イスラム教徒の反対分子がインドネシア，フィリピン，タイ南部で今でも重要な安全保障上の懸念となっている。混乱を引き起こす可能性のある国際テロリスト・ネットワークとより強いつながりを持つのではとの懸念もその1つである。一方，2005年1月のイラク選挙が全体的に成功を収め，パレスチナの選挙後イスラエル・パレスチナ紛争が沈静化に向かって進展し始めたことはアメリカおよびその同盟国（日本，韓国を含む）に対するイスラム教徒の反対を幾分軽減する効果があるかもしれない。それでもやはり，穏健派も含めてこの地域の多くのイスラム教徒はアメリカとその同盟国がイスラム教に対して強い偏見を持っているという認識をもっている。北東アジアでは，北朝鮮の核の脅威が深刻化しており，これはこの地域全体にとって今もおそらく最も重要な安全保障上の懸念事項である。北朝鮮が非妥協的態度を取り続け，アメリカはイラク，アフガニスタンそして最近ではイラン問題で手一杯で，この問題は解決に向けて急速に進展しそうにない。当事者双方が自制を強めている兆候はあるものの，台中紛争の可能性も消えていない。

本報告書の構成：　この概要の後に，11ヵ国に関する章が続き，各章は6節からなる。第1節から第5節までは，（1）最近の動向，（2）成長，生活水準，経済構造，（3）金融・財政政策，（4）対外取引と債務，（5）品目別・国別の対外取引という構成で，この5節は全章共通になっている。第3～12章までは第6節で日本との経済関係を考察し，日本に関する第2章では，第6節で（財）国際東アジア研究センター（ICSEAD）ならびに本報告書の読者の相当数が北九州市の動向に関心を寄せているため，北九州経済の状況と対アジア貿易について考察する。1985～2004年までの期間の基本的経済指標を示す表と国際経済取引の詳細説明を全章で掲載している。

最近の現状を提供するため，表1.1～1.2および各国の章の表の数字は2004年の推定値で，ほとんどの場合は公式の推定値・予測値ではなく説明目的で添えられたものである。表1.2に要約する多くの予測値と違い，本報告書の2004年の予測値は経済モデルに基づいたものではなく，各国の章末にある「データの出所および注」に詳述する予想の下，経験に基づいた推測により導き出した数字である。例を挙げると，人口成長率についての予想は大抵過去の年次成長率からの推定であり，為替レートと株価は年間の確定した数字に基づいている。これらの推測値は比較的正確であるはずだが，その他の指標については推定値の誤差幅が大きい場合もある。GDP成長率やインフレ率（GDPデフレータの伸び率）に関する予想は（1）表1.2に要約した予測やその他の関連予測，（2）2004年第1～3四半期のデータ（入手できたもの），（3）当該国の事情に通じた学者，政策当局者，実業家諸氏との談話から得た知見の評価に基づいている。雇用，GDPシェア，財政・金融指標，国際収支，対外貿易および外国銀行貸出の推定値は2004年1月からの9～11ヵ月間の傾向から外挿した。

最後に，本報告書で利用した情報の収集にご協力いただいた多くの方々に感謝すると共に，本報告書の誤謬，見解の責任は全て執筆者のみに帰することを申し述べておきたい。
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